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・ 既報の通り、昨年10-12月期のドイツの実質ＧＤＰ成長率は前期比＋0.4％、同年率＋1.5％と、前期か

ら一段と減速した。17日に明らかとなった需要項目別の内訳によれば、外需が３四半期連続のプラス

寄与と引き続き景気を牽引するなか、①天候不順の影響から建設投資が大幅に落ち込んだこと、②在

庫復元の一巡から在庫投資が２四半期連続のマイナス寄与となったこと、③物価高による実質購買力

の目減りから個人消費の増勢がやや鈍化したこと、などが響いた（左図）。 

・ 1-3月期入り後も企業景況感が東西ドイツ統一後の最高水準を更新するなど、景気は堅調な拡大基調を

続けている。10-12月期の景気を下押しした建設需要の反動増も、年前半の成長率を押し上げよう。

2010年の高成長を牽引した要因（内外の在庫サイクル、設備投資のペントアップ需要、世界景気のＶ

字型回復、景気対策効果の残存、ユーロ安、金利低下）の幾つかは剥落ないし縮小が予想され、昨年

前半のような予想を上回る高成長は期待できない。それでも、①輸出拡大が続くなか、企業の財務状

況も健全で、設備投資の増勢が続くとみられるほか、②物価高による実質購買力の目減りが予想され

るものの、雇用・所得環境の改善を受け、個人消費も堅調な伸びを維持する公算が大きい（右図）。 

■ドイツ：実質GDP成長率（前期比年率、％） ■ドイツ：実質個人消費の要因分解（前期比）

出所：ドイツ連邦統計局 出所：ドイツ連邦統計局
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■ドイツＧＤＰ（前期比年率＜％＞、括弧内は寄与度＜％ポイント＞）

名目 実質
ＧＤＰ ＧＤＰ 内需 外需

個人消費 政府支出 固定資本 在庫 輸出 輸入
投資

09/1-3月期 ▲ 11.2 ▲ 13.1 (▲ 2.8) 0.8 4.5 ▲ 27.6 (2.0) (▲ 10.3) ▲ 35.0 ▲ 19.7
09/4-6月期 3.0 1.9 (▲ 3.5) 2.1 2.4 ▲ 4.1 (▲ 4.3) (5.5) ▲ 5.3 ▲ 17.2
09/7-9月期 4.9 2.8 (3.7) ▲ 4.9 3.4 3.1 (5.4) (▲ 0.9) 13.4 17.3

09/10-12月期 1.4 1.3 (▲ 6.6) ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 3.0 (▲ 5.4) (7.8) 11.2 ▲ 6.2
10/1-3月期 3.2 2.6 (7.4) 1.0 7.7 5.9 (4.4) (▲ 4.8) 9.1 23.9
10/4-6月期 9.6 9.2 (8.4) 1.8 ▲ 4.1 24.0 (3.7) (0.8) 34.0 35.6
10/7-9月期 3.3 2.8 (▲ 0.1) 1.9 6.0 6.2 (▲ 3.5) (2.9) 11.1 5.6

10/10-12月期 1.4 1.5 (▲ 1.9) 0.9 2.3 ▲ 4.1 (▲ 1.9) (3.3) 10.2 3.8

出所：ドイツ連邦統計局  


